
平成２０年（１月～１２月）近畿地区工場立地動向調査（速報）

近畿経済産業局は、平成２０年（１月～１２月）に近畿地区において製造業、電気業

（水力、地熱発電所を除く。）、ガス業、熱供給業のための工場又は事業所（研究所を

含む。）を建設する目的を持って、１，０００㎡以上の用地を取得（借地を含む。）し

た事業者を対象とする工場の立地動向について調査し、管内各府県の協力のもとに取り

まとめた。

○工場立地件数は前年を上回るものの年末にかけて減少傾向
・工場立地件数は前年比２０件増（７．９％増）の２７４件（前年２５４件）と、前

年を上回った。（全国１，６３１件、前年比８．９％減少）

・１月から９月の合計は２３３件で前年同期比は２６．０％増加しているが、年末に

かけて１０月は１６件、１１月は１１件、１２月は１４件で、各々前年同月比３３．

３％減、３５．３％減、５０．０％減となっている。

・府県別立地件数では、兵庫県（１０２件）が都道府県別立地件数で全国２位となっ

た
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た。

・前年と比べ大阪府（４６件）が大きく伸び、兵庫県（１０２件）、福井県（１５

件）が続き、和歌山県（１４件）が微増で、滋賀県（４７件）、奈良県（２６件）が

前年と同じとなった。一方、京都府（２４件）は前年に比べ減少となった。

・本社所在地別の立地件数は、大阪府に本社を置く企業が８６件（立地件数に占める

割合３１．４％）と最も多く、次に兵庫県に本社を置く企業が８５件と続いている。

・各府県の本社所在地内訳をみると同一府県に本社を有する企業件数が多く、次に大

阪府に本社がある企業が続いている。

○工場敷地面積は大幅に減少
・工場の敷地面積は２，８５２千㎡（前年３，９７０千㎡）で、前年の大阪での大型

立地の反動を受け、大幅減少となった。（前年比２８．２％減少）（全国２１，８１

４千㎡ 前年比２０．４％減少）

・府県別工場敷地面積では、兵庫県（１，２１６千㎡、前年１，１４４千㎡）、半減

以上の大阪府（５４８千㎡、前年１，３９４千㎡）、滋賀県（５０７千㎡、前年６０

３千㎡）、京都府（２３８千㎡、前年３７４千㎡）と続いている。

・本社所在地別立地面積は、大阪府、兵庫県で４９．７％を占め、近畿地区以外に本

社を置く企業の立地面積は３１．９％を占めている。

○工業団地への立地は増加
・近畿地域での工業団地への立地は１４０件であり、兵庫県６２件、大阪府２４件、

滋賀県２１件の順となっている。

・近畿地域での工場立地件数に占める割合は５１.１％で、前年より増加している。

（前年１２２件、工場立地件数に占める割合４８．０％）

（全国７５９件、工場立地件数に占める割合４６．５％）



○借地への立地はやや減少
・借地への立地件数は５７件（前年５８件）で、前年と比べやや減少した。工場立地件

数に対する割合も前年の２２．８％から２０．８％と減少したが、全国の１６．５％を

上回った。（全国２６９件、借地割合１６．５％）

○業種別では、金属製品、生産用機械、はん用機械の割合が高い
・業種（平成１９年１１月改訂：日本標準産業分類表）別の工場立地件数では、金属製

品が３５件（全業種に対する割合（以下同じ）１２．８％）で、生産用機械２８件（１

０．２％）、はん用機械２７件（９．９％）、化学工業２７件（９．９％）、鉄鋼業２

５件（９．１％）、食料・飲料品２３件（８．４％）、プラスチック製品１９件（６．

９％）となっている。

○立地場所の選定理由は、「本社・他の自社工場への近接性」「工業団地」を

重視
・新設立地場所の選定で「最も重視した」「重視した（複数回答）」を合計すると、１

位「本社・他の自社工場への近接性」（７２件）、２位「工業団地である」（５７
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件）、３位「地価」（４９件）、４位「周辺環境からの制約が少ない」（４５件）、５

位「国・地方自治体の助成」（４２件）の順となっている。

・前年との比較では、４位であった「工業団地である」（前年３９件）が２位に、７位

であった「周辺環境からの制約が少ない」（前年３５件）が４位に順位を上げている。

・全国との比較では、１位から３位までは順位が同じであるものの、近畿では４位の

「周辺環境からの制約が少ない」が全国では５位、同じく近畿では５位の「国・地方自

治体の助成」が全国では７位と各々近畿における順位が高い。

○ 資本金規模別は１千万円～５千万円未満の企業が４５．６％と最も多い
・資本金別規模別では、１千万円～５千万円未満の企業が４５．６％と最も多く、１億

円以下の企業は７６．６％（全国７７．４％）となっている。

・資本金１００億円以上の企業立地件数は１９件で、前年（１４件）に比べ増加となっ

た。


